
政策 の

の有効活用を促進するため、耕作放棄地対策事業（市単独事業）を実施する。

・農地の利用状況調査をもとに、耕作放棄地の所有者等に利用意向調査を行う。
5/21・農地集積推進員を設置し、利用意向調査の結果をもと

資

に農地の利用関係の調整を行う。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　

事

名 単　位 平成31年度

　

平成32年度 平成33

務

年度

無 農地調査面積
h

　

a/年 3,500 3,

事

500 3,500

投
入

　

指
標

平成31年度 平成

業

32年度 平成33年度

源

　

耕作放棄地所有者等の

名

利用意向調査
通 300

新

300 300
年度別事

規

業費 3,886 千円 5

・

,686 千円 5,68

継

6 千円
特
定
財
源

国・県

続

支出金 3,415 千円

農

3,200 千円 3,2

地

00 千円 特　記　事　

法

項

地 　方 　債 0 千

を

等

円 0 千円 0 千円 平成2

の

7年度より事業名変更

法

　→　機構集積支援事

令

業

そ 　の 　他 0 千

業

円 0 千円 0 千円

一　般

務

　財　源 471 千円 2

の

,486 千円 2,48

適

6 千円

正な

有

執行、優

事　務　事　業　

良

名 新規・継続 農業振興

農

に寄与する各種団体へ

地

の補助金の交付により

の

、農業者の経営安定と

確

農業構造の改善を図り

保

、もって、

目　　的 農

効

及

業の活性化を推進する

び

。
農業振興事業 継続

会

農

計・款・項・目 所　　

業

管　　課 平  成  

振

31  年  度  

興

の  目  標

・負担

目

金、補助金、交付金等

　

の実施内容を精査し、

　

より効果的な執行とな

的

るよう関係団体等と検

活

農

討する。
一般・6農林

業

水産業費・1農業費・

委

3農業振興費 農林課
・

員

農家の経営安定、構造

会

改善につながるよう適

運

正に執行する。

事　業

営

　概　要 施策内順位

費

【運営費】
8/21・

継

農業生産の拡大や各作

続

物の振興を図ることを

用

会

目的に、農業者や各種

計

団体等への負担金、補

・

助金、

交付金を支出
市

款

長公約事項
・農林課所

・

管の行政財産（小諸大

項

橋記念公園、みまき大

・

池及びみまき大池周辺

目

市有地）の適切な維

活

所

動
指
標

指　標　名 単　

　

位 平成31年度 平成3

し

　

2年度 平成33年度

持

管

及び管理 無 水稲作付目

　

安値状況（100％以

　

下）
％ 100 100 1

課

00
・市民農園貸付に

平

より、非農家の家庭菜

 

園ニーズに応える市民

 

農園の運営及び管理

投

成

入
指
標

平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

、

 

度

年度別事業費 17,

3

082 千円 14,55

1

7 千円 14,557 千

 

円
特
定
財
源

国・県支出

 

金 7,044 千円 4,

年

000 千円 4,000

 

千円 特　記　事　項

地

 

 　方 　債 0 千円 0

度

千円 0 千円

そ 　の 

 

　他 360 千円 360

４ 活

 

千円 360 千円

一　般

の

　財　源 9,678 千

 

円 10,197 千円 1

 

0,197 千円

目  標

農地

気

法等の法令業務の適正

あ

な執行及び優良農地の

る

確保を行う。
一般・6

豊

農林水産業費・1農業

か

費・1農業委員会費 農

な

林課

事　業　概　要 施

ま

策内順位

【運営費】
1

ち

3/21農地法等の法

施

令業務の執行等、農業

地

策

委員会活動にかかる運

４

営費

市長公約事項

活
動

－

指
標

指　標　名 単　位

１

平成31年度 平成32

農

年度 平成33年度

無 農

家

業委員会　総会、農地

の

利用最適化推進委員会

担

、農業振
回 12 12 1

い

2
興委員会、開催数

投

手

入
指
標

平成31年度 平

域

を

成32年度 平成33年

育

度 農業者との話し合い

て

回 1 1 1
年度別事業費

儲

16,930 千円 16

か

,786 千円 16,7

る

86 千円
特
定
財
源

国・

農

県支出金 1,881 千

業

円 5,386 千円 5,

を

386 千円 特　記　事

め

　項

地 　方 　債 0

の

ざ

千円 0 千円 0 千円 農業

し

委員会法の改正により

ま

、農業委員の選出方法

す

が公選制から市町村長の任命制に変更。（平成28年4月1日施行）

そ 　の 　他 590 千円 560 千円 560 千円 ただし、現在の農業委員の任期の終了

宝

後から適用となるため、小諸市は平成29年7月20日から任命制となる。

一　般　財　源 14,459 千円 10,840 千円 10,840 千円

、

事　務　事　業　名 新規・継続 優良農地の確保及び食糧自給率の向上を図るため、耕作可能農地の確保を行う。

目　　的 農地の有効利用を図るため、担い手への農地の集

地

積を図る。
機構集積支援事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

農業委員、農地利用最適化推進委員、農地中間管理機構が連携し、農地を担い手へ集積させ農地利用の最

域

適化を図る。
一般・6農林水産業費・1農業費・1農業委員会費 農林課

利用状況調査に基づき、遊休農地の解消に至らない場合については農地法に基づく勧告を適切に実施する。　　　　　　

事　業　概　要 施策内順位 農地



政策 の

費・3農業振興費 農林課

事　業　概　要 施策内順位

農村資源活用交流施設「あぐりの湯こもろ」の適切な管理
10/21・交流人口を確保し地域農産物の販路拡大や地産地消を推進する

・体験農園等農村資源を活用した都市

資

と農村の体験交流の推進
市長公約事項

・施設管理者としての適切な

事

維持管理の推進

活
動
指

　

標

指　標　名 単　位 平

務

成31年度 平成32年

　

度 平成33年度

一部 あ

事

ぐりの湯こもろ　入浴

　

者数
人 250,000

業

280,000 280

源

　

,000

投
入
指
標

平成

名

31年度 平成32年度

新

平成33年度

年度別事

規

業費 26,675 千円

・

10,000 千円 10

継

,000 千円
特
定
財
源

続

国・県支出金 0 千円 0

生

千円 0 千円 特　記　事

産

　項

地 　方 　債 0

者

千円 0 千円 0 千円

そ 

を

が

　の 　他 0 千円 0 千

行

円 0 千円

一　般　財　

う

源 26,675 千円 1

予

0,000 千円 10,

防

000 千円

注射や消毒

有

な

事　務　事　

ど

業　名 新規・継続 中山

の

間地域では、農業生産

自

条件の不利に加え、農

営

業者の高齢化・担い手

防

不足が課題となってお

疫

り、事業を行う

目　　

活

的 ことにより耕作放棄

動

地の発生が抑制される

を

とともに、共同活動に

効

支

よる地域の活性化並び

援

に農村景観・国土保全

す

中山間地域等直接支払

る

事業 継続
に寄与する。

こ

会計・款・項・目 所　

と

　管　　課 平  成 

に

 31  年  度 

よ

 の  目  標

・地

り

区協定の維持・確保
一

、

般・6農林水産業費・

活

安

1農業費・3農業振興

全

費 農林課
・組織的な営

安

農活動の推進

事　業　

心

概　要 施策内順位 ・第

な

5期対策実施に向けた

畜

周知と取組推進

中山間

産

地域における農業生産

物

条件の不利による耕作

の

放棄地の発生を防止し

生

、多面的機能の確保を

用

産

図
14/21るため、

供

農業生産条件の不利を

給

補正することを目的に

及

、国が維持管理など共

び

同作業の推進に要する

、

経費を交付金として支

目

出する中山間地域等直

　

接支払事業の推進
市長

　

公約事項
・交付金の交

的

付事務

活
動
指
標

指　標

し

畜

　名 単　位 平成31年

産

度 平成32年度 平成3

業

3年度

・協定集落（交

の

付団体）の活動の管理

活

無 集落協定面積
ha 3

性

00 300 300
・集

化

落営農組織等の育成

投

、

入
指
標

平成31年度 平

農

成32年度 平成33年

業

度

年度別事業費 60,

、

者

659 千円 60,60

の

0 千円 60,600 千

所

円
特
定
財
源

国・県支出

得

金 44,144 千円 4

の

4,316 千円 44,

向

316 千円 特　記　事

上

　項

地 　方 　債 0

を

千円 0 千円 0 千円

そ 

図

　の 　他 0 千円 0 千

る

円 0 千円

一　般　財　

４ 活

。

源 16,515 千円 1

畜

6,284 千円 16,

産

284 千円

振興事業 継続

会

気

計・款・項・目 所　　

あ

管　　課 平  成  

る

31  年  度  

豊

の  目  標

・伝染

か

病の病気発生等の危機

な

管理を徹底するととも

ま

に、関係する情報を適

ち

時に発信する。
一般・

施

6農林水産業費・1農

地

策

業費・3農業振興費 農

４

林課
・ＴＰＰ等の情勢

－

を把握し、国の新規制

１

度等を迅速に把握し、

農

農家に的確な指導をす

家

る。

事　業　概　要 施

の

策内順位

安全安心な畜

担

産物の生産供給を図る

い

ために、小諸市家畜自

手

営防疫推進協会を組織

域

を

し、関係機関と連
17

育

/21携し生産者が行

て

う自衛防疫活動支援等

儲

を推進する。

・各種予

か

防注射・消毒等の推進

る

市長公約事項
・畜産衛

農

生広報の推進等

活
動
指

業

標

指　標　名 単　位 平

を

成31年度 平成32年

め

度 平成33年度

無 牛予

の

ざ

防注射・検査実施率（

し

平成28年度までは延

ま

頭数が目
％ 100 10

す

0 100
標値）

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 1,760 千円 1,800 千円 1,700 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0

宝

千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 702 千円 855 千円 724 千円

一　般　財　源 1,058 千円 945 千円 976 千円

、

事　務　事　業　名 新規・継続 あぐりの湯こもろの利用客を確保し、入浴、農園等体験交流と直売所やレストラン等による地産地消を推進す

目　　的

地

ることにより、地域雇用の拡大と６次産業化の推進による地元農業者の所得増加を図るとともに、集客機能を
農村資源活用交流施設運営事業 継続

活用して小諸の農産物を中心に情報の発信を行い知名度等の向上を図る。

会計

域

・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・直売所拡充後の運営安定を図る取り組みを推進し、農産物等の情報発信拠点としての品揃え等の充実を図る。
一般・6農林水産業費・1農業



政策 の

の  目  標

・小諸市農業の地域ブランド化（＝ファンづくり）を推進する。
一般・6農林水産業費・1農業費・3農業振興費 農林課

・農産物の販路拡大や６次産業化の推進による高付加価値化を図り、個別農産物のブラ

資

ンド商品化を推進する。

事　業　概　要 施策内順位 ・個別産品（ブ

事

ランド産品）の生産確

　

保を図る。

小諸市農業

務

のファンを増やす＝小

　

諸農業のブランド化を

事

推進する。 ・そばの生

　

産支援と加工販売を含

業

めたそば振興との連携

源

　

・連動不足を観光局等

名

との連携を強化し改善

新

を図る。
1/21「ワ

規

イン（ぶどう栽培）」

・

「そば」等個別の農産

継

物の差別化＝農産物の

続

ブランド商品化するこ

夢

とで ・そばの生産が需

の

要と反比例している現

持

状について、荒廃地対

を

て

策と併せて解決方策を

る

関係者と研究する。

、

農

販売向上と観光資源化

業

を図るとともにワイン

の

醸造所の立地でしごと

実

の創出を図る。 ・そば

現

の適期刈取ができなく

に

品質低下、収量減に対

向

して、コンバインの更

け

新を図る。
市長公約事

有

、

項

活
動
指
標

指　標　

担

名 単　位 平成31年度

い

平成32年度 平成33

手

年度

無 小諸の農のブラ

の

ンド（商品）化推進組

確

織数
組織 2 2 2

投
入
指

保

標

平成31年度 平成3

・

2年度 平成33年度 市

育

内ワイナリー数
件 2 2

成

3
年度別事業費 23,

効

や

773 千円 17,00

新

0 千円 30,000 千

規

円
特
定
財
源

国・県支出

就

金 4,125 千円 4,

農

300 千円 700 千円

者

特　記　事　項

地 　

の

方 　債 0 千円 0 千円

確

0 千円 ６次産業化の取

保

組みが、ブランド化の

を

取組みに重複する部分

活

進

も多いことから、農産

め

物ブラン化事業（当事

る

業）へ統合

そ 　の 

と

　他 0 千円 0 千円 0 千

と

円

一　般　財　源 1

も

9,648 千円 12,

に

700 千円 29,30

、

0 千円

持続

用

可能な農

事　務　事　業　

業

名 新規・継続 農業の生

生

産性向上及び、農業構

目

造（農地耕作条件）の

　

改善を図るために必要

　

な農業生産基盤の整備

的

を行う。

目　　的
市単

し

産

独土地改良事業 継続

会

の

計・款・項・目 所　　

た

管　　課 平  成  

め

31  年  度  

の

の  目  標

各区、

仕

農業団体からの事業要

組

望について現地調査等

み

を行い、農業の生産性

づ

向上及び、農業構造（

く

農地耕作条件）の改善

、

り

に
一般・6農林水産業

の

費・1農業費・4農地

関

費 農林課
効果のある整

係

備を行う。

事　業　概

機

　要 施策内順位

小諸市

関

が事業主体となり、土

等

地改良事業等分担金徴

に

収条例に基づく分担金

よ

等を徴収して、農業生

る

産
3/21基盤である

４ 活

農

、農道、用排水施設、

業

基幹水利施設、暗渠排

者

水、畑地かんがい、た

支

め池、農地等の整備

を

援

行う。
市長公約事項

活

を

動
指
標

指　標　名 単　

推

位 平成31年度 平成3

進

2年度 平成33年度

無

す

農作業道整備延長
m 3

る

30 330 330

投
入

気

。

指
標

平成31年度 平成

農

32年度 平成33年度

業

用水路整備延長
m 15

人

5 155 155
年度別

材

事業費 21,840 千

育

円 13,783 千円 1

成

3,783 千円
特
定
財

事

源

国・県支出金 4,3

業

00 千円 0 千円 0 千円

継

特　記　事　項

地 　

あ

続

方 　債 0 千円 0 千円

会

0 千円

そ 　の 　他

計

3,837 千円 1,5

・

65 千円 1,565 千

款

円

一　般　財　源 13

・

,703 千円 12,2

項

18 千円 12,218

・

千円

目 所

る

　　管　　課 平  成

豊

  31  年  度

か

  の  目  標

・

な

【経営体育成支援事業

ま

】意欲ある経営体が規

ち

模の拡大や経営の多角

施

化を図るために、農業

地

策

機械等の整備を支援す

４

る。
一般・6農林水産

－

業費・1農業費・3農

１

業振興費 農林課
・【農

農

村女性活動】女性でも

家

収入の得やすい作物栽

の

培を学ぶ機会を造る。

担

農村女性活動の統合（

い

女性ネットワーク他）

手

を

事　業　概　要 施策

域

を

内順位 図り効果的に活

育

動できるよう取り組む

て

。

小諸市農業経営基盤

儲

の強化の促進に関する

か

基本的な構想等に基づ

る

き、農業の担い手を確

農

保し、持続
4/21

業

的な農業生産と農業農

を

村の振興を推進

・認定

め

農業者の確保と営農支

の

ざ

援
市長公約事項

・新規

し

就農者の確保と就農支

ま

援

活
動
指
標

指　標　名

す

単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

・持続可能な農業展開に向けた総合的な農業・農村振興の推進 一部 農業生産法人及び農業生産組織（集落営農

宝

等）数
組織 18 19 20

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度 新規就農者（農業者子弟を含む）数
人 3 3 3

年度別事業費 11,924 千円 12,000 千円 12,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 11,250

、

千円 11,250 千円 11,250 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 活動指標修正：理由　計画策定時のデータを精査し、件数が減少したため

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 674

地

千円 750 千円 750 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 農家の収入（販売額）を増加させ

域

るため、特長的な農産物の振興や小諸市農業の地域ブランド化を図り、農業

目　　的 所得の向上と農業経営の安定化を目指す。
農産物ブランド化事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  



政策 の

材料支給実施箇所
件 55 55 55

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 12,030 千円 11,900 千円 11,900 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債

資

0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財

事

　源 12,030 千円

　

11,900 千円 11

務

,900 千円

　事　業

源

　名

事　務　事

新

　業　名 新規・継続 農

規

業・農村の有する多面

・

的機能の維持・発揮を

継

図るための地域の共同

続

活動に係る支援を行い

土

、地域資源の適切

目　

地

　的 な保全管理を推進

改

することにより、農業

を

良

・農村の有する多面的

区

機能が今後とも適切に

等

維持・発揮されるよう

の

に
多面的機能支払交付

安

金事業 継続
するととも

定

に、担い手農家への農

的

地集積という構造改革

・

を後押しするものであ

効

る。

会計・款・項・目

率

所　　管　　課 平  

有

的

成  31  年  

な

度  の  目  標

運

個別活動計画に基づく

営

適切な予算執行を図る

の

一般・6農林水産業費

確

・1農業費・4農地費

保

農林課

事　業　概　要

の

施策内順位

農業・農村

た

の多面的機能の発揮の

め

ための地域活動や営農

効

。

の継続等に対する支援

目

を行う。
15/21農

　

地維持支払として、地

　

域資源の基礎的保全活

的

動、多面的機能を支え

土

る共同活動の支援。

資

地

源向上支払として、地

改

域資源の質的向上を図

良

る共同活動、施設の長

区

寿命化のための活動を

活

等

支援し
市長公約事項

ま

補

す。

活
動
指
標

指　標　

助

名 単　位 平成31年度

金

平成32年度 平成33

交

年度

無 田における活動

付

面積
ha 90 90 90

事

投
入
指
標

平成31年度

業

平成32年度 平成33

継

年度 畑における活動面

続

積
ha 165 165 1

用

会

65
年度別事業費 13

計

,568 千円 13,5

・

68 千円 13,568

款

千円
特
定
財
源

国・県支

・

出金 10,175 千円

項

10,175 千円 10

・

,175 千円 特　記　

目

事　項

地 　方 　債

所

0 千円 0 千円 0 千円

そ

　

 　の 　他 0 千円 0

し

　

千円 0 千円

一　般　財

管

　源 3,393 千円 3

　

,393 千円 3,39

　

3 千円

課 平  成 

、

 31  年  度 

４ 活

 の  目  標

諸団

気

体の定款による経費賦

あ

課金及び、総会の議決

る

に基づく経常賦課金並

豊

びに、維持管理適正化

か

計画に基づく負担金に

な

つい
一般・6農林水産

ま

業費・1農業費・4農

ち

地費 農林課
て適正な予

施

算執行を図る。

事　業

地

策

　概　要 施策内順位

土

４

地改良区等への事務的

－

経費支援
20/21

市

１

長公約事項

活
動
指
標

指

農

　標　名 単　位 平成3

家

1年度 平成32年度 平

の

成33年度

無 小諸市土

担

地改良連合会への補助

い

金額
円 5,985,0

手

00 5,985,00

域

を

0 5,985,000

育

投
入
指
標

平成31年

て

度 平成32年度 平成3

儲

3年度 千ヶ滝湯川土地

か

改良区への補助金額
円

る

2,332,000 2

農

,332,000 2,

業

332,000
年度別

を

事業費 12,079 千

め

円 12,635 千円 1

の

ざ

3,691 千円
特
定
財

し

源

国・県支出金 0 千円

ま

0 千円 0 千円 特　記　

す

事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 114 千円 114 千円

一　般　財　源 12,079 千円 12,521 千円 13,577 千円

宝

事　務　事　業　名 新規・継続 地域の特性に応じた農業生産活動に係る支援を行うことによ

、

り、地域資源の適切な保全管理の推進と効果的な

目　　的 農業基盤整備及び協働活動という構造改革を後押しするものである。
農地保全協働事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の 

地

 目  標

各区、農業団体からの申請に基づき、適切な予算執行を図る。
一般・6農林水産業費・1農業費・4農地費 農林課

事　業　概　要 施策内順位

農業農村振興対策事業補助金交付要綱等に基づき、農業者等が自ら農業

域

の生産性向上及び、農業構
6/21造（農地耕作条件）の改善を図るために必要な農業生産基盤の整備に取り組むことに対し支援を行

う。
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 原



政策 の

千円 0 千円 平成28年度の森林法改正に伴い、森林所有者の情報を林地台帳として整備し公表する制度が創設されたことを受け、林地

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円 台帳管理システムの構築を行い、公表に向けた森林所

資

有者情報等の精度向上を行う必要がある。あわせて地域林政アドバ

事

一　般　財　源 4,1

　

37 千円 3,500 千

務

円 3,500 千円 イザ

　

ーを雇用し、森林・林

事

業行政を支援する体制

　

を構築する。（現在、

業

雇用については県へ要

源

　

望中）

名 新規・継続

事　務　事　業　

土

名 新規・継続 林道の適

地

切な維持管理を行う。

改

目　　的
治山林道施設

を

良

維持管理事業 継続

会計

施

・款・項・目 所　　管

設

　　課 平  成  3

の

1  年  度  の

維

  目  標

林道の機

持

能維持及び適正管理と

管

美観保全
一般・6農林

理

水産業費・2林業費・

に

1林業振興費 農林課

事

お

　業　概　要 施策内順

有

い

位

・林道の維持管理事

て

業
19/21 　林

、

道布引線　延長2.4

数

ｋｍ

　　林道浅間線　

年

延長4.2ｋｍ
市長公

に

約事項

活
動
指
標

指　標

一

　名 単　位 平成31年

度

度 平成32年度 平成3

行

3年度

無 パトロール回

う

数
回 12 12 12

投
入

効

よ

指
標

平成31年度 平成

う

32年度 平成33年度

な

年度別事業費 2,88

施

0 千円 2,800 千円

設

2,800 千円
特
定
財

の

源

国・県支出金 0 千円

整

0 千円 0 千円 特　記　

備

事　項

地 　方 　債

補

0 千円 0 千円 0 千円

そ

修

 　の 　他 0 千円 0

活

を

千円 0 千円

一　般　財

行

　源 2,880 千円 2

い

,800 千円 2,80

、

0 千円

施設の機能の

用

保持と耐用年

目　　的

し

数を確保する。
維持管

、

理適正化事業 新規

会計

４ 活

・款・項・目 所　　管

気

　　課 平  成  3

あ

1  年  度  の

る

  目  標

土地改良

豊

施設維持管理適正化事

か

業計画に基づく適切な

な

予算執行を図る。
一般

ま

・6農林水産業費・1

ち

農業費・4農地費 農林

施

課

事　業　概　要 施策

地

策

内順位

小諸市が事業主

４

体となり、適正化事業

－

に加入して、整備補修

１

に必要な費用の一定額

農

を拠出金として
9/2

家

1県土連に拠出し、事

の

業実施時に助成を受け

担

、整備補修を行う。

市

い

長公約事項

活
動
指
標

指

手

　標　名 単　位 平成3

域

を

1年度 平成32年度 平

育

成33年度

無 整備件数

て

件 1

投
入
指
標

平成31

儲

年度 平成32年度 平成

か

33年度

年度別事業費

る

6,105 千円 0 千円

農

0 千円
特
定
財
源

国・県

業

支出金 0 千円 0 千円 0

を

千円 特　記　事　項

地

め

 　方 　債 0 千円 0

の

ざ

千円 0 千円

そ 　の 

し

　他 5,490 千円 0

ま

千円 0 千円

一　般　財

す

　源 615 千円 0 千円 0 千円

宝

事　務　事　業　名 新規・継続 ・林地台帳管理システムの整備。

目　　的 ・深沢施設の適正な維持管理。
林業振興事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・林地台帳

、

管理システムの精度向上を図り、森林所有者に公表を行う。
一般・6農林水産業費・2林業費・1林業振興費 農林課

・深沢管理施設の適切な維持管理を推進する。

事　業　概　要 施策内順位

・林業振興のため必要な事業を各

地

種団体へ委託し活性化、又は被害防除を行う。
21/21・林地台帳管理システムの精度向上を図り、森林所有者に公表を行う。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 深沢管理

域

施設のパトロール回数
回 4 4 4

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 4,137 千円 3,500 千円 3,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0



政策 の

対象鳥獣の捕獲計画数200頭+保護区内捕獲頭数100頭
一般・6農林水産業費・2林業費・1林業振興費 農林課

事　業　概　要 施策内順位

野生鳥獣対策実施隊による野生鳥獣の適正な捕獲及び被害防止対策の実施。
18

資

/21

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成

事

32年度 平成33年度

　

無 ニホンジカ捕獲頭数

務

頭数 310 320 33

　

0

投
入
指
標

平成31年

事

度 平成32年度 平成3

　

3年度

年度別事業費 2

業

5,920 千円 26,

源

　

000 千円 26,00

名

0 千円
特
定
財
源

国・県

新

支出金 3,140 千円

規

3,100 千円 3,1

・

00 千円 特　記　事　

継

項

地 　方 　債 0 千

続

円 0 千円 0 千円

そ 　

荒

の 　他 3,800 千

廃

円 3,800 千円 3,

地

800 千円

一　般　財

を

に

　源 18,980 千円

根

19,100 千円 19

付

,100 千円

き、土壌流出

事　務　事

を

　業　名 新規・継続 森

有

防

林をキッカケとした企

ぎ

業との様々な交流から

な

、当市のシティプロモ

が

ーションを進め、農林

ら

商工観光を含めた

目　

景

　的 経済振興へと発展

観

させる。
森林（もり）

形

の里親事業 継続

会計・

成

款・項・目 所　　管　

に

　課 平  成  31

効

も

  年  度  の 

貢

 目  標

・森林の里

献

親企業と協働し森林整

す

備を進めながら、様々

る

な交流活動へと発展さ

赤

せる。
一般・6農林水

松

産業費・2林業費・1

林

林業振興費 農林課
・活

を

動計画及び寄附金によ

守

る森林整備計画を具体

活

る

化し提案することで、

た

里親企業との信頼関係

め

の強化を図る。

事　業

、

　概　要 施策内順位

長

ま

野県が推進する森林の

た

里親促進事業により、

被

環境保全活動に熱心に

害

取り組む企業と共に協

拡

働の森
16/21づく

散

りを行う森林の里親契

用

防

約を締結し、企業支援

止

による協働の森づくり

の

を行う。

市長公約事項

た

活
動
指
標

指　標　名 単

め

　位 平成31年度 平成

松

32年度 平成33年度

目

無 森林整備体験学習の

　

実施回数
回 5 6 7

投
入

　

指
標

平成31年度 平成

的

32年度 平成33年度

し

く

年度別事業費 643 千

い

円 643 千円 643 千

虫

円
特
定
財
源

国・県支出

被

金 0 千円 0 千円 0 千円

害

特　記　事　項

地 　

減

方 　債 0 千円 0 千円

少

0 千円 活動指標の指標

を

名を、森林整備面積か

目

ら森林整備体験学習の

指

実施回数に変更。

そ 

、

す

　の 　他 500 千円

。

500 千円 500 千円

松

一　般　財　源 143

く

千円 143 千円 143

い

千円

虫被害木の

４ 活

倒木による二次被害を

気

予防するため、伐採処

あ

理委託費用を補助す
松

る

くい虫対策事業 継続
る

豊

ことで、枯損木の処理

か

を促す。

会計・款・項

な

・目 所　　管　　課 平

ま

  成  31  年

ち

  度  の  目 

施

 標

・被害調査結果に

地

策

基づき、被害木被害地

４

域の把握を行う。
一般

－

・6農林水産業費・2

１

林業費・1林業振興費

農

農林課
・松くい虫等に

家

よる枯損木処理への補

の

助金を交付することに

担

よって、処理を進め二

い

次被害を防止する。

事

手

　業　概　要 施策内順

域

を

位

・松くい虫被害木の

育

分布状況を調査し、経

て

年変化を把握する。
1

儲

2/21・松くい虫被

か

害を受けた枯損木の倒

る

壊による二次被害を予

農

防するため、伐採処理

業

に係る委託経費を

補助

を

する。
市長公約事項

活

め

動
指
標

指　標　名 単　

の

ざ

位 平成31年度 平成3

し

2年度 平成33年度

無

ま

松くい虫被害木処理本

す

数
本 300 300 300

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 5,040 千円 5,040 千円 5,040 千円
特
定
財
源

国・県支出金

宝

1,200 千円 1,200 千円 1,200 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 平成30年度から活動指標の指標名を、地区保全森林面積から、松くい虫被害木処理本数に変更。

そ 　の 　他 0 千円 0 千

、

円 0 千円

一　般　財　源 3,840 千円 3,840 千円 3,840 千円

事　務　事　業　名

地

新規・継続 野生鳥獣による人的被害・農林水産業被害等を軽減することを主たる目的としつつ、生物多様性保全・景観保

目　　的 全の観点から科学的なマネジメントを行うとともに、市民の野生鳥獣への意識向上を図る。
野

域

生鳥獣保護・管理事業 継続
捕獲従事者の確保・育成のため捕獲個体の有効活用による新規事業の研究を行う。

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・鳥獣被害防止計画に基づく



政策 の

旧工事　L=30ｍ）

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 復旧率
％ 40 10

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 64,532 千円 20,000 千円 0

資

千円
特
定
財
源

国・県支出金 15,834 千円 0 千円 0 千円 特　記　

事

事　項

地 　方 　債

　

0 千円 0 千円 0 千円

そ

務

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

事

　源 48,698 千円

　

20,000 千円 0 千

業

円

源

　名 新規・継

事　務　事　業　名 新

続

規・継続 農作物等に被

森

害を及ぼす有害鳥獣（

林

シカ）の駆除個体を有

の

効活用し、ペットフー

を

持

ドへと加工し商品化す

つ

るため

目　　的 のシス

多

テム作りの構築、近隣

面

自治体との広域的な連

的

携の構築、さらには解

機

体及び加工の為の人材

能

を確保し雇用
施設運営

（

事業 継続
の創出を図る

生

。

会計・款・項・目 所

物

　　管　　課 平  成

有

多

  31  年  度

様

  の  目  標

・

性

平成33年度を目標に

や

、指定管理委託に向け

水

た準備を行う。
野生・

資

1施設費・1施設費・

源

1施設費 農林課
・加工

の

製品の専門知識を有す

保

る者による販路拡大及

全

び新製品の開発を行う

効

、

。

事　業　概　要 施策

土

内順位 ・原料となるニ

砂

ホンジカの安定供給を

災

図る。

駆除したシカを

害

有効活用しオリジナル

を

の製品化を行う。
2/

防

21・シカ肉を用いた

止

ペットフードとして、

す

精肉及び加工商品の販

る

売。

・シカ皮及び角等

活

等

を用いた商品開発。
市

）

長公約事項
・施設の安

の

定的な経営のため、商

発

品等の原料となるニホ

揮

ンジカの安定供給の仕

と

組みを確立する。

活
動

、

指
標

指　標　名 単　位

森

平成31年度 平成32

林

年度 平成33年度

無

の

ニホンジカの加工個体

用

循

数
頭 625 650 67

環

5

投
入
指
標

平成31年

サ

度 平成32年度 平成3

イ

3年度

年度別事業費 1

ク

9,110 千円 19,

ル

000 千円 19,00

目

0 千円
特
定
財
源

国・県

　

支出金 1,000 千円

　

0 千円 0 千円 特　記　

的

事　項

地 　方 　債

し

の

0 千円 0 千円 0 千円

そ

促

 　の 　他 18,0

進

89 千円 19,000

森

千円 19,000 千円

林

一　般　財　源 21 千

整

円 0 千円 0 千円

備促進事

、

業 継続

会計・款・項・

４ 活

目 所　　管　　課 平 

気

 成  31  年 

あ

 度  の  目  

る

標

・森林環境譲与税を

豊

活用した事業内容を検

か

討し、効率的な森林整

な

備に向けて関係団体と

ま

調整を行う。
一般・6

ち

農林水産業費・2林業

施

費・1林業振興費 農林

地

策

課
・森林環境譲与税を

４

活用した新たな森林管

－

理システムを構築し、

１

森林所有者に意向調査

農

を行う。

事　業　概　

家

要 施策内順位

森林の多

の

面的な機能を発揮させ

担

持続可能な社会を実現

い

するため、森林を取り

手

巻く環境整備（間伐・

域

を

7/21除伐・下刈り

育

等）を促進させるとと

て

もに、森林環境譲与税

儲

を活用した事業を推進

か

することで、森林

の循

る

環サイクルを推進して

農

いく。
市長公約事項

業

活
動
指
標

指　標　名 単

を

　位 平成31年度 平成

め

32年度 平成33年度

の

ざ

無 森林環境譲与税を活

し

用した森林整備面積
h

ま

a 3 4 5

投
入
指
標

平成

す

31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 5,755 千円 6,800 千円 6,800 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地

宝

 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 活動指標の指標名を、薪ストーブ導入補助金交付件数から、森林環境譲与税を活用した森林整備面積に変更。

そ 　の 　他 1,172 千円 4,300 千円 4,300 千円

一　般　財　源 4

、

,583 千円 2,500 千円 2,500 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 農業生産の維持

地

と農業経営の安定を図るため、農業用施設の早期復旧を行う。

目　　的
平成28年発生御影用水災害復旧事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

適切な予算執行により早

域

期復旧を図る。一般・11災害復旧費・1農林水産施設災害復旧費・1農地農業
農林課

用施設災害復旧費

事　業　概　要 施策内順位

平成28年11月9日発生、御影用水の越流に起因した土砂災害の復旧
11/21（法面復



政策 の

課

事　業　概　要 施策内順位

古牧財産区管理会による財産区財産の管理と運用
－

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 財産区の財産（山林）の維持管理回数
回 2 2 2

投
入
指
標

平成

資

31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 1,694 千円 1

事

,600 千円 1,60

　

0 千円
特
定
財
源

国・県

務

支出金 0 千円 0 千円 0

　

千円 特　記　事　項

地

事

 　方 　債 0 千円 0

　

千円 0 千円

そ 　の 

業

　他 1,694 千円 1

源

　

,600 千円 1,60

名

0 千円

一　般　財　源

新

0 千円 0 千円 0 千円

規・継続 財産区

を

の財産又は公の財産の

有

適切な管理等を行うた

効

め

目　　的
高峰財産区

活

事業 継続

会計・款・項

用

・目 所　　管　　課 平

し

  成  31  年

、

  度  の  目 

４ 活

 標

適切な維持管理を

気

行う
高峰 農林課

事　業　

あ

概　要 施策内順位

高峰

る

財産区管理会による財

豊

産区の財産の管理と運

か

用
－

市長公約事項

活
動

な

指
標

指　標　名 単　位

ま

平成31年度 平成32

ち

年度 平成33年度

無 財

施

産区の財産（山林）の

地

策

維持管理回数
回 2 2 2

４

投
入
指
標

平成31年度

－

平成32年度 平成33

１

年度

年度別事業費 2,

農

143 千円 2,100

家

千円 2,100 千円
特

の

定
財
源

国・県支出金 0

担

千円 0 千円 0 千円 特　

い

記　事　項

地 　方 

手

　債 0 千円 0 千円 0 千

域

を

円

そ 　の 　他 2,

育

143 千円 2,100

て

千円 2,100 千円

一

儲

　般　財　源 0 千円 0

か

千円 0 千円

る農業をめ

の

ざ

事　務　事　

し

業　名 新規・継続 財産

ま

区の財産又は公の財産

す

の適切な管理等を行うため

目　　的
御牧ヶ原財産区事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

適切な維持

宝

管理を行う
御牧 農林課

事　業　概　要 施策内順位

御牧ヶ原財産区管理会による財産区財産の管理と運用
－

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 財産区の財産（山林）の維持管理回数

、

回 2 2 2

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 9,533 千円 9,500 千円 9,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 

地

　他 9,533 千円 9,500 千円 9,500 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

事　

域

務　事　業　名 新規・継続 財産区の財産又は公の財産の適切な管理等を行うため

目　　的
古牧財産区事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

適切な維持管理を行う
古牧 農林



政策 の資

事　務　事　業

源

　名 新規・継続 財産区

を

の財産又は公の財産の

有

適切な管理等を行うた

効

め

目　　的
滋野財産区

活

事業 継続

会計・款・項

用

・目 所　　管　　課 平

し

  成  31  年

、

  度  の  目 

４ 活

 標

適切な維持管理を

気

行う
滋野 農林課

事　業　

あ

概　要 施策内順位

滋野

る

財産区管理会による財

豊

産区財産の管理と運用

か

－

市長公約事項

活
動
指

な

標

指　標　名 単　位 平

ま

成31年度 平成32年

ち

度 平成33年度

無 財産

施

区の財産（山林）の維

地

策

持管理回数
回 2 2 2

投

４

入
指
標

平成31年度 平

－

成32年度 平成33年

１

度

年度別事業費 562

農

千円 560 千円 560

家

千円
特
定
財
源

国・県支

の

出金 0 千円 0 千円 0 千

担

円 特　記　事　項

地 

い

　方 　債 0 千円 0 千

手

円 0 千円

そ 　の 　

域

を

他 562 千円 560 千

育

円 560 千円

一　般　

て

財　源 0 千円 0 千円 0

儲

千円

かる農業をめ

事　務　事　業　名

の

ざ

新規・継続 管理委員会

し

の所管財産又は公の財

ま

産の適切な管理等を行

す

うため

目　　的
乗瀬地区市有地管理事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

適切な維持管理を行う
乗瀬 農

宝

林課

事　業　概　要 施策内順位

乗瀬区市有地管理委員会による所管財産の管理と運用
－

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 管理委員会の所管財産（山林）の維持管理回数
回 2 2

、

2

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 141 千円 140 千円 140 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 141 千円 14

地

0 千円 140 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

域



政策 の

続

投
入

事　務　事　業　名 新

指

規・継続

投
入
指
標

平成

標

31年度 平成32年度

平

平成33年度

年度別事

成

業費 13,000 千円

3

13,000 千円 13

1

,000 千円
市単独維

年

持補修事業 継続
特
定
財

資

度

源

国・県支出金 0 千円

平

0 千円 0 千円

会計・款

成

・項・目 所　　管　　

3

課 地 　方 　債 0 千

2

円 0 千円 0 千円

そ 　

年

の 　他 0 千円 0 千円

度

0 千円
一般・6農林水

平

産業費・1農業費・4

成

農地費 農林課
一　般　

3

財　源 13,000 千

源

3

円 13,000 千円 1

年

3,000 千円

度

年度別

事　務　事　業　名 新

事

規・継続

投
入
指
標

平成

業

31年度 平成32年度

費

平成33年度

年度別事

2

業費 90 千円 180 千

を

,

円 180 千円
予備費 継

3

続
特
定
財
源

国・県支出

8

金 0 千円 0 千円 0 千円

6

会計・款・項・目 所　

千

　管　　課 地 　方 

円

　債 0 千円 0 千円 0 千

2

円

そ 　の 　他 0 千

,

円 180 千円 180 千

3

円
野生・2予備費・1

7

予備費・1予備費 農林

有

0

課
一　般　財　源 90

千

千円 0 千円 0 千円

円 2,370 千円

効

農業総務費運営費 継続

活

特
定
財
源

国・県支出金

用

0 千円 0 千円 0 千円

会

し

計・款・項・目 所　　

、

管　　課 地 　方 　

４ 活

債 0 千円 0 千円 0 千円

気

そ 　の 　他 0 千円

あ

0 千円 0 千円
一般・6

る

農林水産業費・1農業

豊

費・2農業総務費 農林

か

課
一　般　財　源 2,

な

386 千円 2,370

ま

千円 2,370 千円

ち

施

地

策 ４

事　務　事　業　

－

名 新規・継続

投
入
指
標

１

平成31年度 平成32

農

年度 平成33年度

年度

家

別事業費 130,15

の

5 千円 130,135

担

千円 130,135 千

い

円
農業総務費給与費 継

手

続
特
定
財
源

国・県支出

域

を

金 3,500 千円 3,

育

500 千円 3,500

て

千円

会計・款・項・目

儲

所　　管　　課 地 　

か

方 　債 0 千円 0 千円

る

0 千円

そ 　の 　他

農

0 千円 0 千円 0 千円
一

業

般・6農林水産業費・

を

1農業費・2農業総務

め

費 農林課
一　般　財　

の

ざ

源 126,655 千円

し

126,635 千円 1

ま

26,635 千円

す

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別

宝

事業費 821 千円 876 千円 1,021 千円
農地費運営費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般・6農林

、

水産業費・1農業費・4農地費 農林課
一　般　財　源 821 千円 876 千円 1,021 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成31年度 平成

地

32年度 平成33年度

年度別事業費 16,658 千円 30,770 千円 22,870 千円
県営農業農村整備事業負担金 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千

事

円 0 千円

会計・款・項

　

・目 所　　管　　課 地

務

 　方 　債 13,7

域

　

00 千円 25,120

事

千円 18,680 千円

　

そ 　の 　他 0 千円

業

0 千円 0 千円
一般・6

　

農林水産業費・1農業

名

費・4農地費 農林課
一

新

　般　財　源 2,95

規

8 千円 5,650 千円

・

4,190 千円

継
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